
持続可能な地域医療提供体制を確保するための

公立病院経営強化ガイドライン 

第１ 公立病院経営強化の必要性 

１ 公立病院の経営状況 

公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保のため

重要な役割を果たしているが、多くの公立病院において、経営状況の悪化や医師不

足等のために、医療提供体制の維持が極めて厳しい状況になっていたことから、「公

立病院改革ガイドライン」（平成 19 年 12 月 24 日付け総務省自治財政局長通知）及び

「新公立病院改革ガイドライン」（平成 27 年３月 31 日付け総務省自治財政局長通知。

以下「新改革ガイドライン」という。）を策定し、病院事業を設置する地方公共団体に対

し、公立病院改革プラン及び新公立病院改革プランの策定を要請してきたところであ

る。 

これまで各地方公共団体において、再編・ネットワーク化や経営形態の見直しなど、

病院事業の経営改革の取組が行われてきた（資料１）が、依然として、医師・看護師等

の不足、人口減少や少子高齢化の急速な進展に伴う医療需要の変化、医療の高度

化といった経営環境の急激な変化等を背景とする厳しい環境が続いており、持続可能

な経営を確保しきれていない病院も多いのが実態である。中でも不採算地区病院をは

じめとする中小規模の病院においては、医師・看護師等の確保が進んでおらず、特に

厳しい状況に置かれているため、経営強化の取組により、持続可能な地域医療提供

体制を確保していく必要がある。 

２ 新型コロナウイルス感染症対応における公立病院の役割と課題 

公立病院は、新型コロナウイルス感染症への対応において、積極的な病床確保と

入院患者の受入れをはじめ、発熱外来の設置やＰＣＲ検査、ワクチン接種等で中核的

な役割を果たしているところであり、感染症拡大時に公立病院の果たす役割の重要性

が改めて認識された。 

また、今般の感染症対応において、①機能分化・連携強化の取組により、新たに基

幹病院として整備された公立病院からは、急性期機能が集約され、ＩＣＵ等が増加する

とともに、医師・看護師等の確保が進み、重症患者の受入れ等に効果を発揮した、②

経営形態の見直しにより、地方独立行政法人化した公立病院からは、柔軟な人事・給

与制度を通じ医師・看護師等の確保が進み、入院患者の受入れやワクチン接種の拡

大といった対応の円滑化につながった、などの報告が寄せられている。 

一方、感染拡大が進む中で、医療提供体制に特に多大な負荷がかかった地域にお

いては、重症患者の受入病院、中等症・軽症患者の受入病院、周囲への感染リスク

の低い回復期の患者の受入病院などに役割分担をし、患者の状態の変化に応じて転

院させる等の対応が必要となったところであり、各病院の機能分化・連携強化等を通
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じた役割分担の明確化・最適化や医師・看護師等の確保の取組を平時からより一層

進めておく必要性が浮き彫りとなった。 

 

３ 国の医療政策の動向と公立病院の課題 

国においては、今後も人口減少や少子高齢化が続く中、各地域において将来の医

療需要を見据えつつ、新興感染症等や大規模災害などの緊急事態が発生した際にも

機動的・弾力的に対応できるよう、質が高く効率的で持続可能な医療提供体制を整備

するため、地域医療構想や地域包括ケアシステム、医師の働き方改革や偏在対策と

いった各種施策を一体的に推進している。 

地域医療構想については、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進す

るための関係法律の整備等に関する法律」（平成26年法律第83号）により、都道府県

が令和７年（2025 年）の医療需要と病床の必要量を推計し、その実現に向けて取り組

むこととされたところであり、各都道府県において取組が進められている。令和３年 12

月 10 日に開催された第７回地域医療確保に関する国と地方の協議の場においては、

厚生労働省から、「地域医療構想の推進の取組は、病床の削減や統廃合ありきでは

なく、各都道府県が、地域の実情を踏まえ、主体的に取組を進めるもの」との表明がな

された。これを踏まえ、新経済・財政再生計画 改革工程表 2021（令和３年 12 月 23 日

経済財政諮問会議決定）では、各都道府県における第８次医療計画（令和６年度～令

和 11 年度）の策定作業と併せて、令和４年度及び令和５年度において、「地域医療構

想に係る各医療機関の対応方針の策定や検証・見直しを求める」こととされたところで

あり、公立病院にもその対応が求められている。 

医師の働き方改革については、「働き方改革を推進するための関係法律の整備に

関する法律」（平成 30 年法律第 71 号）により、時間外労働規制が医師にも原則として

適用されることとなった。その後、「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の

確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 49 号）によ

り、令和６年度から適用が開始されることとされた。医師の労働環境の改善は重要な

課題であるが、現在でも医師不足に直面している公立病院にとって、多くの医師の時

間外労働時間が短縮されることで、さらに厳しい状況となることが見込まれ、対策は喫

緊の課題である。 

医師偏在対策については、「医療法及び医師法の一部を改正する法律」（平成 30

年法律第 79 号）により、都道府県が医師確保計画を策定し、医学部における地域枠

等の設定・拡充を行うなど、令和 18 年を目標年として様々な取組を進めることとされ

た。引き続き、国において構造的な対策を講じていくとともに、各都道府県において

も、医師の偏在解消に向けた取組が求められる。 

また、新興感染症等への対応については、「良質かつ適切な医療を効率的に提供

する体制の確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律」により、第８次医

療計画から「新興感染症等の感染拡大時における医療」が記載事項に追加されること

も踏まえ、公立病院においても、感染拡大時に備えた平時からの取組を進める必要が

ある。 
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公立病院の経営強化は、こうした医療政策の動向を十分に踏まえながら進めていく

必要がある。 

 

４ 公立病院経営強化の基本的な考え方 

今後の公立病院経営強化の目指すところは、公・民の適切な役割分担の下、地域

において必要な医療提供体制の確保を図り、その中で公立病院が安定した経営の下

でへき地医療・不採算医療や高度・先進医療等を提供する重要な役割を継続的に担

っていくことができるようにすることにある。 

前述した公立病院が直面する様々な課題のほとんどは、医師・看護師等の不足・偏

在や人口減少・少子高齢化に伴う医療需要の変化に起因するものである。これらの課

題に対応し、持続可能な地域医療提供体制を確保するためには、医師確保等を進め

つつ、限られた医師・看護師等の医療資源を地域全体で最大限効率的に活用すると

いう視点を最も重視し、新興感染症の感染拡大時等の対応という視点も持って、公立

病院の経営を強化していくことが重要である。 

そのためには、地域の中で各公立病院が担うべき役割・機能を改めて見直し、明確

化・最適化した上で、病院間の連携を強化する「機能分化・連携強化」を進めていくこ

とが必要である。特に、機能分化・連携強化を通じて、中核的医療を行う基幹病院に

急性期機能を集約し医師・看護師等を確保するとともに、基幹病院から不採算地区病

院をはじめとする基幹病院以外の病院への医師・看護師等の派遣等の連携を強化し

ていくことが重要である。その際、公立病院間の連携のみならず、公的病院、民間病

院との連携のほか、かかりつけ医機能を担っている診療所等との連携強化も重要で

ある。 

その上で、個々の公立病院の経営が持続可能となり、明確化・最適化した役割・機

能を発揮し続けることが可能となるよう、経営強化の取組を進めていくことが必要であ

る。 

 

第２ 地方公共団体における公立病院経営強化プランの策定 

病院事業を設置する地方公共団体は、下記により公立病院経営強化プラン（以下「経

営強化プラン」という。）を策定し、病院事業の経営強化に総合的に取り組むものとする。 

公立病院を巡る状況は、その立地条件や医療機能などにより様々であり、経営強化

に係るプランの内容は一律のものとはなり得ないことから、各地方公共団体が、各々の

地域と公立病院が置かれた実情を踏まえつつ、本ガイドラインを参考に経営強化プラン

を策定し、これを主体的に実施することが期待される。 

経営強化プランは、「地域医療構想の進め方について」（令和４年３月 24 日付け厚生

労働省医政局長通知）により、当該公立病院の地域医療構想に係る具体的対応方針と

して位置付けることとされていることも踏まえ、地域医療構想と整合的であることが求め

られる。 

また、関係地方公共団体において、新改革ガイドラインによる新公立病院改革プラン

に基づき、再編・ネットワーク化や経営形態の見直し等に取り組んでいる場合であって
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も、現在の取組状況や成果を検証するとともに、地域医療構想の実現や地域包括ケア

システムの構築の推進を図る観点も踏まえつつ、更なる経営強化のための取組につい

て検討すべきであることから、経営強化プランを策定するものとする。 

既に、自主的に新改革ガイドラインによる新公立病院改革プランの改定を行っている

場合又は地方独立行政法人が地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）に基づ

き中期計画を策定している場合には、本ガイドラインにおいて要請している事項のうち不

足している部分を追加又は別途策定することで足りるものである。 

なお、「「経営戦略」の改定推進について」（令和４年１月 25 日付け総務省自治財政局

公営企業課長、公営企業経営室長、準公営企業室長通知）に基づく経営戦略の改定の

要請については、病院事業にあっては経営強化プランの策定をもって経営戦略の改定

と取り扱うものとする。 

 

１ 経営強化プランの策定時期 

公立病院が医師不足等による厳しい経営状況に直面する中、令和６年度から医師

の時間外労働規制が開始されることで、さらに厳しい状況が見込まれるとともに、今般

の新型コロナウイルス感染症対応では、感染拡大時に備えた平時からの取組の重要

性が浮き彫りとなったところであり、地域に必要な医療提供体制を確保するためには、

病院間の機能分化・連携強化、医師・看護師等の確保、働き方改革の推進等の公立

病院の経営強化のための取組が急務となっている。 

さらに今後、各都道府県において第８次医療計画の策定作業が進められ、その作

業と併せて、令和４年度及び令和５年度において、地域医療構想に係る各医療機関

の対応方針の策定や検証・見直しを行うこととされているため、地域において各病院

が担う役割・機能を早期に調整・確定させていく必要がある。 

以上のことを踏まえ、経営強化プランは令和４年度又は令和５年度中に策定するも

のとする。 

 

２ 経営強化プランの対象期間 

経営強化プランは、策定年度あるいはその次年度から令和９年度までの期間を対

象として策定することを標準とする。 

 

３ 経営強化プランの内容 

持続可能な地域医療提供体制を確保するためには、個々の公立病院が地域医療

構想等を踏まえて、地域において果たすべき役割・機能を改めて見直し、明確化・最

適化することが重要である。その上で、当該役割・機能を果たすために必要となる医

師・看護師等の確保と働き方改革、経営形態の見直し、新興感染症の感染拡大時等

に備えた平時からの取組、施設・設備の最適化、経営の効率化等に取り組むことで、

病院経営を強化することが必要である。 

したがって、関係地方公共団体が策定する経営強化プランには、概ね次の各事項

を記載するものとする。 
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(1) 役割・機能の最適化と連携の強化 

公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保のた

め重要な役割を果たしているが、公立病院に期待される主な役割・機能を具体的に

例示すれば、①山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地域等に

おける一般医療の提供、②救急・小児・周産期・災害・感染症・精神などの不採算・

特殊部門に関わる医療の提供、③県立がんセンター、県立循環器病センター等地

域の民間医療機関では限界のある高度・先進医療の提供、④研修の実施等を含む

広域的な医師派遣の拠点としての機能などが挙げられる。 

また、公立病院の中でも、他の病院が複数立地する人口密集地に所在し、役割・

機能の分担が課題となっている場合もあれば、人口が少ない中山間地に所在し、当

該公立病院が唯一又は中心的な役割を果たしており、救急医療の維持や医師・看

護師等の確保が深刻な課題となっている場合もある。さらに基幹病院へのアクセス

等により、二次医療圏や県域を越えて患者の流出入が生じている場合もあるなど、

公立病院の置かれている状況は様々である。 

したがって、立地条件等を踏まえつつ、以下のような観点から役割・機能の最適

化と連携の強化について検討すべきである。 

 

① 地域医療構想等を踏まえた当該病院の果たすべき役割・機能 

各公立病院は、地域医療構想や今般の新型コロナウイルス感染症対応の経

験などを踏まえて、地域の医療提供体制において果たすべき役割・機能を改めて

見直し、明確化・最適化することが必要である。このため、地域医療構想等を踏ま

えた当該病院の果たすべき役割・機能について記載する。 

その際、当該公立病院の将来の病床機能のあり方は、構想区域における病床

の機能区分ごとの将来の必要病床数と整合性のとれた形でなければならない。こ

のため、地域医療構想における推計年である令和７年（2025 年）及び経営強化プ

ランの対象期間の最終年度における当該公立病院の機能ごとの病床数や、病床

機能の見直しを行う場合はその概要を記載する。 

また、地域医療構想の対象外とされている精神医療についても、精神障害者

の地域移行が求められていること、うつ病・認知症・発達障害・依存症等の患者や

高齢化に伴う身体合併症を有する精神障害者の増加等により精神医療のニーズ

が高まっていることなどを踏まえ、総合的に必要な医療を受けられる体制を構築

するため、多様な精神疾患の状態及び特性に応じた精神病床の機能分化、各種

保健医療機関や福祉施設等との連携強化、長期入院者の退院支援等を進める

ことが重要である。そうした点を踏まえ、精神医療についても、当該病院の果たす

べき役割・機能に加え、経営強化プランの対象期間の最終年度における当該公

立病院の病床数や、病床数等の見直しを行う場合はその概要を記載する。 

 

② 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能 
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地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法

律第 64 号）においては、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし

い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生

活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を目的の一つに掲げ

ており、「地域医療構想策定ガイドライン」（平成29年３月31日付け厚生労働省医

政局長通知）においては、地域医療構想の中で将来の在宅医療の必要量を示す

こととされているなど、地域医療提供体制の確保と地域包括ケアシステムは密接

に結びついている。 

また、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正す

る法律」（平成 29 年法律第 52 号）により、増加が見込まれる慢性期の医療・介護

ニーズへの対応を目的として、要介護者に対し、「長期療養のための医療」と「日

常生活上の介護」を一体的に提供する「介護医療院」の制度が創設された。 

こうした動きも踏まえ、地域包括ケアシステムの構築に向けて当該公立病院が

果たすべき役割・機能について記載する。 

その際、介護保険事業との整合性を確保しつつ、例えば、緊急時における後方

病床の確保や人材育成など在宅医療に関する当該公立病院の役割・機能を示

す、住民の健康づくりの強化に当たっての具体的な役割・機能を示す、病棟の一

部を介護医療院に転換するなど、病院の規模や特性等に応じた役割・機能の明

確化・最適化について記載することが望ましい。 

 

③ 機能分化・連携強化 

1) 機能分化・連携強化の目的 

持続可能な地域医療提供体制を確保するためには、限られた医師・看護師

等の医療資源を地域全体で最大限効率的に活用することが必要である。 

そのためには、地域の中で各公立病院が担うべき役割や機能を改めて見直

し、明確化・最適化した上で、病院間の連携を強化する「機能分化・連携強化」

を進めることが必要である。特に、地域において中核的医療を行う基幹病院に

急性期機能を集約して医師・看護師等を確保し、基幹病院以外の病院等は回

復期機能・初期救急等を担うなど、双方の間の役割分担を明確化するととも

に、連携を強化することが重要である。その際、連携強化の具体的な取組とし

ては、(2)①に述べるように、基幹病院に確保された医師・看護師等の基幹病院

以外の病院等への派遣を強化することが重要である。また、地域においてかか

りつけ医機能を担っている診療所等との連携強化も重要であり、公立病院同士

のみならず、公的病院、民間病院、診療所等との間も含め、必要な取組を検討

すべきである。 

これまで新改革ガイドライン等に基づき、機能分化・連携強化に取り組んだ

公立病院においては、基幹病院に急性期機能を集約した結果、基幹病院にお

ける医師等の確保が進み、関係病院全体として医師等が大幅に増加した事例

が多く見られる。また、基幹病院以外の病院においても、急性期機能を担う病
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床を地域包括ケア病棟などの回復期機能を担う病床等に転換した結果、病床

利用率や収支が改善した事例が多く見られる。このような取組を行った公立病

院からは、新型コロナウイルス感染症への対応力の強化にもつながったとの報

告も寄せられている。平成 27 年度から令和２年度までの間に実施済み又は実

施中の機能分化・連携強化の事例は資料２のとおりである。 

なお、上記①、②の検討を行うに当たっては、当該公立病院が現在担ってい

る役割・機能を前提とするのではなく、他の病院等との役割分担と連携強化を

進めることにより、地域全体として必要な医療提供体制を最大限効率的に確保

するという視点を踏まえる必要がある。 

 

2) 機能分化・連携強化に係る記載事項 

過疎地域等を含め、地域全体で持続可能な地域医療提供体制を確保するた

めに必要な機能分化・連携強化の取組について検討し、機能分化・連携強化が

必要となる場合には、予定される公立病院等の機能分化・連携強化の概要と

当該公立病院が講じる具体的な措置について記載する。 

なお、既に機能分化・連携強化に取り組んでいる場合であっても、現在の取

組状況や成果を検証するとともに、持続可能な地域医療提供体制を確保する

観点から、更なる取組の必要性について検討する。 

特に、以下の公立病院については、今般の経営強化プランの策定のタイミン

グを捉え、地域の実情を踏まえつつ十分な検討を行い、必要な機能分化・連携

強化の取組について記載する。 

ｱ) 新設・建替等を予定する公立病院 

ｲ) 病床利用率が特に低水準な公立病院（令和元年度まで過去３年間連続し

て 70％未満） 

ｳ) 経営強化プラン対象期間中に経常黒字化する数値目標の設定が著しく困

難な公立病院 

ｴ) 地域医療構想や今般の新型コロナウイルス感染症対応を踏まえ、病院間

の役割分担と連携強化を検討することが必要である公立病院 

ｵ) 医師・看護師等の不足により、必要な医療機能を維持していくことが困難な

公立病院 

また、機能分化・連携強化に当たっては、公立病院同士のみならず、公的病

院、民間病院等との組合せや、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条

の２第１項に規定する連携協約（以下「連携協約」という。）の締結、医療法第70

条の５第１項に規定する地域医療連携推進法人制度の活用など経営統合以外

の手法も含め、地域の実情に応じた最適な手法を検討し、記載することが望ま

しい。 

 

④ 医療機能や医療の質、連携の強化等に係る数値目標 

当該公立病院が、その果たすべき役割に沿った、質の高い医療機能を十分に
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発揮するとともに、地域において他の病院等との連携を強化しているかを検証す

る観点から、以下の例示や公益社団法人全国自治体病院協議会が医療の質の

評価・公表等推進事業により公表する指標の例などを踏まえ、適切な数値目標を

設定する。 

1) 医療機能に係るもの 

地域救急貢献率、手術件数、訪問診療・看護件数、リハビリ件数、地域分娩貢

献率 など 

2) 医療の質に係るもの 

患者満足度、在宅復帰率、クリニカルパス使用率 など 

3) 連携の強化等に係るもの 

医師派遣等件数、紹介率・逆紹介率 など 

4) その他 

臨床研修医の受入件数、地域医療研修の受入件数、健康・医療相談件数 な

ど 

 

⑤ 一般会計負担の考え方 

公立病院は、地方公営企業又は公営企業型地方独立行政法人として運営され

る以上、独立採算を原則とすべきものである。一方、地方公営企業法（昭和 27 年

法律第 292 号）又は地方独立行政法人法上、ｉ）その性質上、当該病院の経営に

伴う収入をもって充てることが適当でない経費、ｉｉ）当該病院の性質上、能率的な

経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難

であると認められる経費については、一般会計や設立団体等において負担するも

のとされている。したがって、上記①・②で明らかにした当該公立病院の果たすべ

き役割・機能に対応する形で、一般会計等が負担すべき経費の範囲についての

考え方及びその算定基準（繰出基準）を記載する。 

 

⑥ 住民の理解のための取組 

公立病院が担う役割・機能を見直す場合には、病院事業を設置する地方公共

団体が住民に対して丁寧な説明を行い、住民の理解を得ながら進めるようにしな

ければならない。多くの地域においては、各々の病院があらゆる機能を持とうとし

ても、医師・看護師等を確保できないばかりか、適切な勤務環境を確保できず、結

果的に地域全体として適切な医療を提供できないこと、地域医療提供体制を将来

にわたって持続可能なものとするに当たって、当該病院の経営を強化するために

は見直しが必要であることを十分に説明することが求められることから、そうした

住民の理解のための取組の概要を記載する。 

 

(2) 医師・看護師等の確保と働き方改革 

上記(1)で定めた当該病院の役割・機能を果たすためには、医師・看護師等を確

保するとともに、令和６年度から時間外労働規制が開始される医師の働き方改革に
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適切に対応していくことが必要となることから、そうした取組について記載する。 

 

① 医師・看護師等の確保 

当該病院の果たすべき役割・機能に的確に対応した人員配置となるよう医師・

看護師等の医療従事者を確保することは、持続可能な地域医療の確保、医療の

質の向上、新興感染症の感染拡大時等の対応等、公立病院の機能強化を図る

上で極めて重要である。 

各公立病院においては、国における医師偏在対策や都道府県が策定する医師

確保計画を踏まえ、地域医療支援センターや地域医療介護総合確保基金等を通

じた取組、医師・看護師等の派遣や派遣受入、職員採用の柔軟化、勤務環境の

整備など、医師・看護師等の医療従事者を確保するための取組を強化すべきで

あり、そうした取組の概要を記載する。 

その際、病院の役割や規模に応じた記載することが望ましい内容は、以下のと

おりである。 

1) 基幹病院 

公立病院には、過疎地域等における一般医療、不採算・特殊部門に関わる

医療、高度・先進医療、広域的な医師派遣の拠点機能など、地域全体の医療

提供体制の確保に関し積極的な役割を果たすことが期待されるものであり、そ

の役割・機能に対応した地方財政措置が講じられている。地域において中核的

医療を行う基幹病院は、こうした役割・機能のうち主に高度・先進医療等を担う

ため、症例数が多く、指導医や医療設備等も充実しており、比較的医師・看護

師等を確保しやすい。また、新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種へ

の対応においては、都道府県立病院等が多数の医師・看護師等を派遣してお

り、こうしたことを契機に、中小規模の公立病院等への医師・看護師等の派遣を

強化することが重要である。 

そのため、基幹病院は、今回拡充する地方財政措置も活用して、医師・看護

師等を適切に確保した上で、医師・看護師等の不足に直面する中小病院等に

積極的に医師・看護師等を派遣することにより、地域全体で協力・連携して医療

提供体制を確保していくことが強く求められることから、そうした取組を記載する

ことが望ましい。また、同じ定住自立圏や連携中枢都市圏の中に中小規模の

病院が所在する場合には、当該中小規模の病院と積極的に協力・連携して、圏

域全体の医療提供体制を確保していくことが期待されることから、そうした取組

を記載することが望ましい。 

2) 不採算地区病院をはじめとする中小規模の病院 

自ら医師・看護師等を確保するための最大限の努力をした上で、なお単独で

の確保が困難で医師・看護師等の派遣を受けることが必要な場合には、役割・

機能の明確化・最適化と派遣元病院との連携強化を図るとともに、派遣された

医師・看護師等の受入れ環境を整備することが重要であることから、そうした取

組を記載することが望ましい。 

9



 

② 臨床研修医の受入れ等を通じた若手医師の確保 

上記①の方策の１つとして、医師不足に直面する地方の公立病院においては、

地方に関心を持つ医師を増やすことにも資する、臨床研修医、専攻医、地域枠医

師等の若手医師の確保に取り組むことが重要である。そのためには、研修プログ

ラムの充実、指導医の確保、学会・大学（研究室）等への訪問機会の確保、多施

設合同カンファレンスへの参加を可能とするＩＣＴ環境の整備など、若手医師のス

キルアップを図るための環境整備にも注力すべきであり、そうした取組の概要を

記載する。 

なお、こうした取組により若手医師等が不在となる際に、他の病院等から代替

医師の派遣を受ける経費については、医師派遣等に係る特別交付税措置の対象

となる。また、多施設合同カンファレンスを可能とするＩＣＴ環境の整備についても、

機能分化・連携強化に併せて行う場合は、病院事業債（特別分）の対象となる。 

また、臨床研修において１ヶ月以上行うこととされている地域医療研修につい

ては、不採算地区病院等で実施することにより、幅広い業務に責任を持って携わ

る経験を積むことができ、地域医療の最前線を学ぶ機会となることが期待される

とともに、地域の医師不足対策にも資することから、臨床研修医を受け入れる都

市部の公立病院においては、不採算地区病院等への派遣を積極的に記載するこ

とが望ましい。 

不採算地区病院をはじめとする中小規模の病院においては、地域医療研修に

係る旅費（交通費・宿泊費等）を負担した場合、医師派遣等に係る特別交付税措

置の対象となるため、当該措置も活用し、その受入れを積極的に働きかけること

が望ましい。 

 

③ 医師の働き方改革への対応 

医師の時間外労働規制が開始される令和６年度に向け、適切な労務管理の 

推進、タスクシフト／シェアの推進、ＩＣＴの活用、地域の医師会や診療所等との連

携（例えば、夜勤等を地域の医師が輪番で担当）などにより、医師の時間外労働

の縮減を図ることが必要であることから、そうした取組の概要を記載する。 

その際、看護師のほか、薬剤師、臨床検査技師、医療事務作業補助者等のコ

メディカルの確保・育成も、質の高い医療提供体制の確保に加え、医師の負担軽

減のためのタスクシフト／シェアの担い手の確保という観点からも重要である。こ

れらの医療従事者が知識・技能を習得するための研修等への参加等により不足

となる期間に、他の病院等から医療従事者の派遣を受ける経費については、医

師派遣等に係る特別交付税措置の対象となるため、当該措置も活用し、積極的

な研修派遣に取り組むとともに、管理者をはじめとする医療従事者全体の意識改

革・啓発に取り組むことが必要であることから、そうした取組を記載することが望ま

しい。 

ＩＣＴの活用については、複数の病院による機能分化・連携強化に併せて、医師
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等の働き方改革に必要となる情報システム等の整備を行う場合は、病院事業債

（特別分）の対象となるので、参考にされたい。 

また、救急医療をはじめとする地域医療の確保や集中的な研修実施の観点か

ら、都道府県による特例水準医療機関の指定を受けようとする場合には、医師労

働時間短縮計画の作成、当該計画に基づく取組と定期的な計画の見直し、特例

水準適用者への追加的健康確保措置等を適切に行う必要があることに留意すべ

きである。 

 

(3) 経営形態の見直し 

① 経営形態の見直しに係る記載事項 

当該病院の規模や置かれた環境といった地域の実情を踏まえ、経営の強化 

に向けた最適な経営形態を検討し、経営形態の見直しが必要となる場合は、新

経営形態への移行の概要（移行スケジュールを含む。）を記載する。 

なお、既に経営形態の見直しを行った場合には、その成果を検証するととも

に、更なる見直しの必要性について検討する。 

特に、医師等の不足により、必要な医療機能を維持していくことが困難な公立

病院や、経営強化プラン対象期間中に経常黒字化する数値目標の設定が著しく

困難な公立病院においては、今般の経営強化プランの策定のタイミングを捉え、

経営改善に資する経営形態の見直しについて、地域の実情を踏まえつつ、十分

な検討を行うべきである。 

 

② 経営形態の見直しに係る選択肢と留意事項 

経営形態の見直しに関し、考えられる選択肢並びにその利点及び留意事項は

次のとおりである。なお、各経営形態の公立病院の経営状況は資料１のとおりで

ある。 

1) 地方独立行政法人化（非公務員型） 

非公務員型の地方独立行政法人化は、地方独立行政法人法の規定に基づ

き、地方独立行政法人を設立し、経営を譲渡するものである。地方公共団体と

別の法人格を有する経営主体に経営が委ねられることにより、地方公共団体

が直営で事業を実施する場合に比べ、例えば予算・財務・契約、職員定数・人

事・給与などの面でより自律的・弾力的な経営が可能となり、権限と責任の明

確化に資することが期待される。ただし、この場合、設立団体からの職員派遣

は段階的に縮減を図る等、実質的な自律性の確保に配慮することが適当であ

る。 

これまで実際に地方独立行政法人化した病院において、人事面・財務面で

の自律性が向上し、医師・看護師等の確保等の面で高い効果を上げているケ

ースが多いことや、多くの国立病院も独立行政法人化し、医師・看護師等の確

保に効果を上げていることから、今後の大きな課題である医師・看護師等の確

保や働き方改革にも有効と考えられることにも留意すべきである。 
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また、地方独立行政法人化により、柔軟な勤務制度や専門性を考慮した給

与制度等を通じて人材を確保・育成しておくことや、職員定数・人事面での自律

性を活かした機動的な人員配置を可能とすることは、新興感染症の感染拡大

時等において公立病院が役割を果たす上でも効果を発揮するものと考えられ

る。 

なお、現在一部事務組合方式により設置されている病院で、構成団体間の

意見集約と事業体としての意思決定の迅速・的確性の確保に課題を有している

場合にも、地方独立行政法人方式への移行について積極的に検討すべきであ

る。 

2) 地方公営企業法の全部適用 

地方公営企業法の全部適用は、同法第２条第３項の規定により、病院事業

に対し、財務規定等のみならず、同法の規定の全部を適用するものである。こ

れにより、事業管理者に対し、人事・予算等に係る権限が付与され、より自律的

な経営が可能となることが期待されるものである。 

ただし、地方公営企業法の全部適用については、比較的取り組みやすい反

面、経営の自由度拡大の範囲は、地方独立行政法人化に比べて限定的であ

り、また、制度運用上、事業管理者の実質的な権限と責任の明確化を図らなけ

れば、民間的経営手法の導入が不徹底に終わる可能性がある。 

このため、同法の全部適用によって所期の効果が達成されない場合には、

地方独立行政法人化など、更なる経営形態の見直しに向け直ちに取り組むこと

が適当である。 

3) 指定管理者制度の導入 

指定管理者制度は、地方自治法第 244 条の２第３項の規定により、法人その

他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するものに、公の施設の管理

を行わせる制度であり、民間の医療法人等（日本赤十字社等の公的医療機

関、大学病院、社会医療法人等を含む。）を指定管理者として指定することで、

民間的な経営手法の導入が期待されるものである。 

本制度の導入が所期の効果を上げるためには、①適切な指定管理者の選

定に特に配意すること、②提供されるべき医療の内容、委託料の水準等、指定

管理者に係る諸条件について事前に十分に協議し相互に確認しておくこと、③

病院施設の適正な管理が確保されるよう、地方公共団体においても事業報告

書の徴取、実地の調査等を通じて、管理の実態を把握し、必要な指示を行うこ

と、④医師・看護師等の理解を得ながら進めること、等が求められる。 

4) 事業形態の見直し 

当該公立病院が地域において果たすべき役割・機能を改めて見直した結

果、当該役割・機能を将来にわたって持続可能なものとする観点から、民間譲

渡又は診療所、介護医療院、介護老人保健施設などへの転換がより有効であ

る場合には、当該見直しの概要を記載する。 

なお、民間譲渡に当たっては、当該病院が担っている不採算・特殊部門等の
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医療について、譲渡後相当期間の継続を求めるなど、地域医療提供体制の確

保の面から譲渡条件等について譲渡先との十分な協議が必要である。 

 

(4) 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 

第１の２で述べたとおり、今般の新型コロナウイルス感染症対応では、上記(1)、

(2)及び(3)の取組の必要性が浮き彫りとなったところであり、各公立病院は、新興感

染症等の感染拡大時に備え、こうした取組を平時からより一層進めておく必要があ

る。 

それに加え、第８次医療計画の記載事項として「新興感染症等の感染拡大時の

医療」が盛り込まれることも踏まえ、公立病院は、平時から、新興感染症等の感染

拡大時の対応に必要な機能を備えておくことが必要となる。 

具体的には、感染拡大時に活用しやすい病床や転用しやすいスペース等の整

備、感染拡大時における各医療機関の間での連携・役割分担の明確化、感染拡大

時を想定した専門人材の確保・育成、感染防護具等の備蓄、院内感染対策の徹

底、クラスター発生時の対応方針の共有等を行っておく必要があることから、こうし

た取組の概要を記載する。 

こうした平時からの取組は、小児・周産期・精神など、様々な診療科において必要

となる。また、新興感染症等の感染拡大時については、広く一般の医療連携体制に

も大きな影響が及ぶため、発生後速やかに対応できるよう予め準備を進めておくこ

とが重要である点が災害医療とも類似しており、新興感染症等の感染拡大時に備

えて平時から役割分担の明確化や対応方針の共有等を行っておくことは災害など

の大規模な健康危機への対応にも資するものと考えられる。 

 

(5) 施設・設備の最適化 

上記(1)で定めた当該病院の役割・機能を果たすため、必要となる施設・設備の最

適化について記載する。 

 

① 施設・設備の適正管理と整備費の抑制 

各公立病院は、厳しい経営状況が続く中で、今後、人口減少や少子高齢化の

急速な進展に伴い医療需要が変化していくことを踏まえ、長期的な視点をもって、

病院施設や設備の長寿命化や更新などを計画的に行うことにより、財政負担を

軽減・平準化するとともに、投資と財源の均衡を図ることが必要である。また、上

記(1)により役割・機能を見直すに当たっては、病院施設の改修が必要となる場合

もある。 

このため、経営強化プランの計画期間内における施設・設備に係る主な投資

（病院施設に係る新設・建替・大規模改修、高額な医療機器の導入等）について、

長寿命化・平準化や当該病院の果たすべき役割・機能の観点から必要性や適正

な規模等について十分に検討を行った上で、その概要を記載する。その際、下記

(6)④に述べる収支見通しにも、反映させることが必要である。 
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既存施設の長寿命化等の対策を適切に講じた上で、なお新設・建替等が必要

となる場合には、地域医療構想等との整合性を図った当該公立病院の役割・機

能や規模等を記載する。その際、引き続き建築単価の抑制を図るとともに、整備

面積の精査等による整備費の抑制に取り組むべきである。また、ＣＭ方式1、設計

段階から施工者が関与する方式（ＥＣＩ方式）2、設計施工一括発注方式3などの設

計段階等において民間事業者等の専門的な知見を活用する新たな手法を活用

することも考えられる。あわせて、新興感染症等の感染拡大時に当該病院が果た

すべき役割・機能に必要な施設・設備を予め整備しておく必要性についても、新

設・建替等に当たっては特に検討が必要である。 

病院施設・設備の整備に際しては、整備費のみならず供用開始後の維持管理

費の抑制を図ることも重要であり、こうした観点から民間事業者のノウハウの活

用を図る手法である PPP／ＰＦＩを活用することも考えられる。その際、同方式の採

用に当たっては、あらかじめ公・民間で適切なリスク負担のルールを定めること等

に留意する必要がある。 

 

② デジタル化への対応 

電子カルテ、マイナンバーカードの健康保険証利用（オンライン資格確認）、遠

隔診療・オンライン診療、音声入力、その他各種情報システム等を活用し、医療

の質の向上、医療情報の連携、働き方改革の推進と病院経営の効率化を推進す

ることが重要であることから、そうした取組の概要を記載する。 

特に、マイナンバーカードの健康保険証利用（オンライン資格確認）について

は、診療時における確実な本人確認と保険資格確認を可能とし、薬剤情報や特

定健診情報等を提供することにより、医療保険事務の効率化や患者の利便性向

上に資するものである。公立病院においては、その利用促進のため、患者への周

知等に率先して取り組むことが求められることから、そうした取組の概要を記載す

る。 

デジタル化に当たっては、近年、病院がサイバー攻撃の標的とされる事例が増

加しているとともに、医療において扱われる健康情報は極めてプライバシーに機

微な情報であるため、厚生労働省の医療情報システムの安全管理に関するガイ

ドライン等を踏まえ、情報セキュリティ対策を徹底するよう留意すべきである。 

また、必要に応じて、当該地方公共団体の情報政策担当部局に対して、情報

                                                 
1 対象事業のうち工事監督業務等に係る発注関係事務の一部又は全部を民間に委託する方式。監督職員

が監督経験の少ない工事において、高度な技術力を要する判断・意思決定を行う必要がある場合に、CMR
（Construction Manager の略で、監督職員・請負者以外の第三者として、監督業務の一部を補完する技術

者チームを指す。）が適切な助言・提案・資料作成等を実施することで発注者を補完できる効果などが期待さ

れる。Construction Management の略。 
2 設計段階から施工者が関与することで、発注時に詳細仕様の確定が困難な事業に対応する方式。設計段

階で種々の代替案の検討が可能となる効果や、施工段階における施工性等の面からの設計変更発生リスク

の減少といった効果などが期待される。Early Contractor Involvement の略。 
3 構造物の構造形式や主要諸元も含めた設計を、施工と一括して発注する方式。施工者のノウハウを反映

した現場条件に適した設計、施工者の固有技術を活用した合理的な設計が可能となる効果や、設計と施工

を分離して発注した場合に比べて発注業務が軽減される効果などが期待される。 
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セキュリティ対策の実施状況に係る点検や技術的支援等について協力を求める

ことも検討すべきである。 

 

(6) 経営の効率化等 

① 経営指標に係る数値目標 

経営の効率化は、地域の医療提供体制を確保し、良質な医療を継続的に提 

供していくためには、避けて通れないものであり、医療の質の向上等による収入

確保や医薬品費、医療材料費等の経費節減に積極的に取り組むことが重要であ

る。 

このため、経営指標について、資料３及び資料４に掲げる全国の公立病院、民

間病院等の状況も参考にしつつ、原則として、個々の病院単位を基本として経営

強化プラン対象期間末時点における数値目標を定める。この場合、経常収支比

率及び修正医業収支比率4については、下記②に述べる点を踏まえて必ず数値

目標を設定するとともに、自らの経営上の課題を十分に分析し、以下の例示も踏

まえ、課題解決の手段としてふさわしい数値目標を定めることとする。 

なお、指定管理者制度導入団体にあっては、指定管理者への財政支出の水準

や、指定管理者から関係地方公共団体に提出された運営計画等をもって、数値

目標や具体的取組に代えることも可能である。 

1) 収支改善に係るもの 

経常収支比率、医業収支比率、修正医業収支比率、不良債務比率、資金不

足比率、累積欠損金比率 など 

2) 収入確保に係るもの 

１日当たり入院・外来患者数、入院・外来患者１人１日当たり診療収入、医師

（看護師）１人当たり入院・外来診療収入、病床利用率、平均在院日数、ＤＰＣ

機能評価係数など診療報酬に関する指標 など 

3) 経費削減に係るもの 

材料費・薬品費・委託費・職員給与費・減価償却費などの対修正医業収益比

率、医薬材料費の一括購入による○％削減、100 床当たり職員数、後発医薬品

の使用割合 など 

4) 経営の安定性に係るもの 

医師・看護師・その他医療従事者数、純資産の額、現金保有残高、企業債残

高 など 

 

② 経常収支比率及び修正医業収支比率に係る目標 

公立病院が、地域の医療提供体制の中で、適切に役割・機能を果たし良質な

医療を提供していくためには、一般会計等から所定の繰出が行われれば「経常黒

                                                 
4 修正医業収支比率＝（入院収益＋外来収益＋その他医業収益）÷医業費用 
※ 医業収益から他会計負担金、運営費負担金等を除いたもの（修正医業収益）を用いて算出した医業収支

比率。 
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字」となる水準を早期に達成し、これを維持することにより、持続可能な経営を実

現する必要がある。 

このため経営強化プランにおいては、公立病院が担っている不採算医療等を

提供する役割・機能を確保しつつ、対象期間中に経常黒字（経常収支比率が

100％以上）化する数値目標を定めるべきである。その上で、修正医業収支比率

についても、所定の繰出が行われれば経常黒字が達成できる水準となるように数

値目標を定め、その達成に向け、本業である修正医業収支の改善に向けた取組

を進めるべきである。 

仮に対象期間中に経常黒字化する数値目標の設定が著しく困難な場合には、

経常黒字化を目指す時期及びその道筋を記載する。 

なお、その際、一つの経営主体が複数の病院を持ち、その複数の病院が機能

を補完しながら一体的に運営していると認められる場合には、複数の病院を合わ

せて経常黒字化の数値目標をつくることができることとする。 

 

③ 目標達成に向けた具体的な取組 

数値目標の達成に向けて、民間的経営手法の導入、事業規模・事業形態の見

直し、収入増加・確保対策、経費削減・抑制対策などについて、具体的にどのよう

な取組をどの時期に行うこととするかを記載する。参考までに、新改革ガイドライ

ンに基づく取組例は資料１のとおりである。 

また、経営の効率化に当たっては、特に以下の点に留意すべきである。 

1) 役割・機能に的確に対応した体制の整備 

当該病院の果たすべき役割・機能に的確に対応した施設基準・人員配置とな

るよう体制整備（例えば、地域包括ケア病棟への転換及びその基準に対応した

看護師の配置、非稼働病床の廃止・機能転換など）を行うことにより医療の質

の向上や効率化を図るとともに、当該役割・機能に対応する診療報酬を的確に

取得することにより、経営の強化を図るべきである。その際、公益社団法人全

国自治体病院協議会等が提供しているデータベースも活用しながら規模・機能

が類似する公立病院と診療報酬加算の取得状況を比較することが有効であ

る。 

病院事業においては、単なる人件費の抑制・削減では収益改善につながら

ず、むしろ積極的に医師・看護師等を確保することで収益改善につながるケー

スがあることにも留意すべきである。 

2) マネジメントや事務局体制の強化 

病院マネジメントを強化するため、(3)の経営形態の見直し等を通じて経営の

自律性を高めることと併せて、病院長をはじめとする幹部職員が病院事業の経

営強化に強い意識を持ち、経営感覚を有することが重要であり、そうした人材を

登用（外部からの登用も含む。）すべきである。 

また、当該病院の果たすべき役割・機能に対応した所要の診療報酬や補助

金等の獲得、病床の効率的な使用、医療機器・材料・医薬品等の効率的な調
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達等、事務職員の業務が経営に大きなインパクトを与えることを踏まえ、外部人

材の活用、プロパー専門職員の採用、専門性をもった職員を育成する研修や

人事管理等の仕組みの構築等を通じ、医療に関する制度やノウハウ、医療行

為の解釈等に精通した専門の事務職員を確保・育成することが重要である。 

このほか、いわゆる「地域連携室」等の部門を積極的に強化して地域の他の

医療機関との連携を強化し、紹介患者の増加や転院先となる後方支援病院の

確保、医療情報の連携等を通じた医療の質の向上を図ることなども有効であ

る。 

3) 外部アドバイザーの活用 

中小規模の公立病院を含め、民間病院等の経営や診療報酬制度に精通し

た外部コンサルタントやアドバイザーの活用により、経営改善に成功した事例

が多くあることを踏まえ、そのような外部人材の活用についても、積極的に検討

すべきである。その際、総務省と地方公共団体金融機構の共同事業である経

営・財務マネジメント強化事業や、公立病院医療提供体制確保支援事業5を活

用することも有効である。 

 

④ 経営強化プラン対象期間中の各年度の収支計画等 

上記取組の実施を前提として、経営強化プラン対象期間中の各年度の収支計

画及び各年度における目標数値の見通し等を記載する。 

なお、収支計画は、診療報酬の改定等の経営環境の変化により影響を受ける

ため、経営強化プラン策定後においても、こうした状況変化を踏まえ必要な見直し

を行うことが適当である。 

 

第３ 都道府県の役割・責任の強化 

１ 市町村の経営強化プラン策定に当たっての助言 

都道府県は、医療法に基づき、地域医療構想や医師確保計画等を策定するととも

に、これを実現するための措置（地域医療構想調整会議の設置、協議が調わない場

合の要請・指示・命令等、基金による財政支援等）を講じることができることとされてお

り、持続可能な地域医療提供体制を確保していく上で、大きな役割・責任を有してい

る。 

都道府県は、市町村等が経営強化プランを策定するに当たり、策定段階から地域

医療構想調整会議の意見を聴く機会を設けることなどを通じて地域医療構想や医師

確保計画等との整合性を確認するとともに、これまで以上に経営強化プランの内容に

ついて積極的に助言すべきである。 

特に、機能分化・連携強化の取組については、複数の市町村が関係する取組や、

下記３で述べるような都道府県と市町村との取組、公的病院や民間病院等との取組も

                                                 
5 総務省と公益社団法人地域医療振興協会が連携して、へき地等に所在する中小規模の公立病院に対し、

経営面及び診療面からの支援を一体的に行う事業。当該事業においては、指定管理者制度を含む経営形

態の見直し等についても相談可能とされている。 
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考えられることから、必要な機能分化・連携強化の取組が経営強化プランに盛り込ま

れるよう、積極的に助言すべきである。 

また、医師確保の取組については、都道府県の策定する医師確保計画や当該計画

に基づく取組と密接に関連するものであることから、都道府県立病院等をはじめとする

基幹病院から不採算地区病院等への医師派遣の強化等を含め、医師確保計画の充

実を図っていくことが重要である。 

 

２ 管内公立病院の施設の新設・建替等に当たっての助言 

病院施設の新設・建替等が一度行われれば、その後の医療需要等の経営環境の

変化や病院機能の見直しに柔軟に対応することが困難になるケースも想定されること

から、収支状況の点検に加え、地域の医療提供体制のあり方の観点からも、しっかり

とした検討を行うことが必要である。 

そのため、都道府県は、自らが設置する病院施設に加え、管内市町村等の病院施

設の新設・建替等に当たっては、持続可能な地域医療提供体制の確保の観点から、

当該公立病院の役割・機能、必要な機能分化・連携強化の取組、適切な規模、医師・

看護師等の確保方策、収支見通し等について、地域医療構想等との整合性を含めて

十分に検討し、積極的に助言すべきである。その際、病床利用率が低水準な病院や、

今後の人口減少が特に厳しいと見込まれる過疎地域等の病院にあっては、収支見通

し等について慎重な検討が必要であることから、都道府県が特に積極的に助言するこ

とが期待される。 

 

３ 都道府県立病院等の役割 

市町村の中小規模の病院の経営を強化する観点からは、都道府県立病院等（都道

府県が参画する一部事務組合、広域連合又は地方独立行政法人の病院を含む。以

下同じ。）の果たす役割は大きい。こうした都道府県立病院等が、過疎地域や離島を

含めた地域における医師・看護師等の確保に重要な役割を果たしているケースとし

て、以下の事例がある（各事例の詳細は、資料５のとおり）。 

1) 県立中央病院や県が参画する機能分化・連携強化により整備された基幹病院か

ら過疎地域等の中小病院に医師を派遣する事例 

2) 県と離島に所在する市町村とで組織する広域連合や一部事務組合が運営する病

院を起点とし、離島の病院や町村立の診療所に医師を派遣する事例 

3) 県と市町村とで構成する地方独立行政法人が、地域医療連携推進法人制度も活

用し、関係病院等間で医師・看護師等を相互に派遣する事例 

今後、人口減少や医師・看護師等の不足により過疎地域等の病院経営がますます

厳しくなる中で、持続可能な地域医療提供体制を確保していくためには、こうした事例

も参考にしつつ、比較的医療資源が充実し、経営基盤も安定した都道府県立病院等

が、不採算地区病院をはじめとする中小規模の公立病院・診療所との連携・支援を強

化していくことが重要である。 
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４ 都道府県庁内における部局間の連携 

上記１から３までのような助言等を都道府県が適切かつ効果的に実施していくため

には、市町村の行財政運営や公営企業の経営について助言する立場にあり、市町村

執行部とも意思疎通を図る機会の多い市町村担当部局と、医療政策担当部局や病院

事業担当部局が連携・協力して、市町村への助言や調整を行っていくことが重要であ

る。 

 

第４ 経営強化プランの策定・点検・評価・公表 

１ 策定プロセス 

公立病院の経営のあり方は、住民の福祉に直接関わるとともに、地方公共団体の

財政運営にも関わる重要事項であるため、経営強化プランは、病院事業担当部局の

みで策定するのではなく、一般会計の企画・財政担当部局や医療政策担当部局を含

め、地方公共団体全体を通じて関係部局が連携して策定することが望ましい。また、

当事者である病院職員はもとより、関係する他の地方公共団体（都道府県立病院等

にあっては所在地域の市町村、市町村等の病院にあっては都道府県を含む。）、医師

派遣元の大学や病院等、連携関係にある医療機関や地域の医師会等の関係者との

意見交換を丁寧に行うとともに、その他の学識経験者や専門家等の知見も活用する

ことが望ましい。 

経営強化プラン策定後に議会、住民の理解を得るだけでなく、策定の各段階におい

ても適宜、適切な説明を行い、十分な理解を得るように努めるべきである。 

また、策定した経営強化プランは、病院職員や関係部局をはじめ、地方公共団体内

部での情報や方針の共有を徹底すべきである。あわせて、速やかに公表し、住民に対

して周知するものとする。 

 

２ 経営強化プランの点検・評価・公表 

関係地方公共団体は、経営強化プランの実施状況について概ね年１回以上点検・

評価を行い、その結果を公表するものとする。評価の過程においては、例えば有識者

や地域住民等の参加を得て設置した委員会等に諮問するなどにより、評価の客観性

を確保する必要がある。 

この場合、この委員会等においては単に財務内容の改善に係る数値目標の達成状

況のみならず、例えば、当該病院の医師・看護師等の参加を求めて、公立病院として

期待される役割・機能の発揮の状況等についても併せて評価、検証することが望まし

い。 

 

３ 積極的な情報開示 

関係地方公共団体は、前項の点検・評価・公表に際し、立地条件や病床規模が類

似した他の公立病院や民間病院等における状況等を併せて明らかにするなど、当該

公立病院の現状について住民が理解・評価しやすいよう、積極的な情報開示に努め

るものとする。また、前項の有識者等による委員会等の審議状況などについても報道
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機関に積極的に公開するなど、住民の関心をできる限り高める工夫を凝らすことが必

要である。 

４ 経営強化プランの改定 

関係地方公共団体は、上記２の点検・評価等の結果、経営強化プランに掲げた数

値目標の達成が著しく困難である場合や、経営強化プラン策定後に第８次医療計画

の策定や地域医療構想の改定等により地域医療構想等と齟齬が生じた場合などに

は、抜本的な見直しを含め経営強化プランの改定を速やかに行うべきである。 

５ 総務省における取組 

総務省は関係地方公共団体の協力を得て、経営強化プランの策定状況及び実施

状況を概ね年１回以上全国調査し、その結果を公表する。 

第５ 財政措置 

総務省は、関係地方公共団体における公立病院の経営強化が円滑に進められるよう、

都道府県が上記第３の１のとおり地域医療構想等との整合性を確認した経営強化プラン

に基づく取組を実施することに伴い必要となる経費（原則として令和４年度から令和９年度

までの間に生じるものを対象とする）について、次のとおり財政上の措置を講じることとす

る。なお、財政措置に係る詳細については、別途通知する。 

(1) 経営強化プランの策定等に係る措置

令和４年度及び令和５年度における経営強化プランの策定並びにその後の実施状

況の点検・評価等に要する経費を地方交付税により措置する。 

(2) 機能分化・連携強化に伴う施設・設備の整備等に係る措置

公立病院の機能分化・連携強化に伴う施設・設備の整備等に要する経費につい

て、病院事業債（特別分）を充当することとし、その対象経費等を以下のとおり拡充す

る。 

① 病院の整備費全体を対象経費とする要件の見直し

複数の病院を統合する場合のほか、複数病院の相互の医療機能を見直す場合

で、かつ、基幹病院が医師派遣の増加等の支援を強化し、救急医療等の地域にお

いて必要とされる不採算地区病院の機能を維持する場合（経営主体を統合する場

合には統合に係る協定書等、経営主体の統合を伴わない場合には連携協約等に

おいて、その旨が明示される場合に限る。）に、新たな基幹病院の整備費全体を対

象経費とする。 

② システム関係の対象経費の拡充

経営統合に伴うシステム統合をする場合のほか、関係病院等間の医療情報の共

有や医師等の働き方改革に必要となる情報システム等の整備費を対象経費に追加

する。 
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なお、新改革ガイドラインに基づく再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備等

の継続分については、従前の例によるが、要件に該当する場合には新たな財政措

置に移行することも可能とする。 

(3) 医師派遣等に係る措置

医師派遣等に係る特別交付税措置については、看護師等医療従事者の派遣や、

診療所への派遣を対象に追加し、派遣元に対する措置を拡充する。 
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令 和 ４ 年 ４ 月 ２ ０ 日

自 治 財 政 局

準 公 営 企 業 室

持続可能な地域医療提供体制を確保するための
公立病院経営強化ガイドラインについて

資料１



H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度

公立病院経営強化の推進について

プラン策定

新公立病院改革ガイドライン（H27年３月）

プラン策定
プラン対象期間 プラン対象期間

地方財政措置延長地方財政措置
暫定

延長

（２）医師派遣等に係る特別交付税措置の拡充

・看護師等の医療従事者の派遣、診療所への派遣を追加
・派遣元病院に対する措置を拡充（繰出額に対する措置の割合 0.6→0.8）

①病院の整備費全体を対象経費とする要件の見直し

複数の病院を統合する場合のほか、基幹病院が不採算地区病院への支援を強化し、その機能を維持する場合も対象に追加

②システム関係の対象経費の拡充

経営統合に伴うシステム統合をする場合のほか、医療情報の連携のための電子カルテシステムの
統一等をする場合も対象経費に追加

（１）機能分化・連携強化の推進に係る病院事業債（特別分）の拡充・延長

地方団体が「公立病院経営強化プラン」に基づき公立病院の経営強化に取り組めるよう、地方財政措置を拡充・延長

（参考）公立病院改革の経緯

１. 公立病院経営強化ガイドラインについて

２. 公立病院経営強化に係る地方財政措置における対応

○ 公立病院が医師不足等による厳しい経営状況に直面する中、地域に必要な医療提供体制を確保するため、機能分化・連携強化、
医師・看護師確保等による公立病院の経営強化を推進。

機能分化・連携強化のイメージ（例）

連携を強化

基幹病院

基幹病院以外の
不採算地区

病院等

急性期機能を
集約

医師派遣・
遠隔診療等

「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化
ガイドライン」の策定・地方団体への通知・公表 （別添参照）

総務省 ＜令和４年３月＞

「公立病院経営強化プラン」の策定

地方団体 ＜令和４年度又は５年度中＞

※「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化に関する検討会」
（座長：堀場勇夫地方財政審議会会長（当時））の取りまとめを踏まえて策定。

（プランの期間：策定年度又はその次年度～令和９年度を標準）

旧公立病院改革ガイドライン（H19年12月）

医師・看護師等を
確保

回復期機能・初期
救急等を担う
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○ 策定時期 令和４年度又は令和５年度中に策定
○ プランの期間 策定年度又はその次年度～令和９年度を標準
○ プランの内容 持続可能な地域医療提供体制を確保するため、地域

の実情を踏まえつつ、必要な経営強化の取組を記載

○ 公立病院は、これまで再編・ネットワーク化、経営形態の見直しなどに取り組んできたが、医師・看護師等の不足、人口減少・少子高齢化
に伴う医療需要の変化等により、依然として、持続可能な経営を確保しきれない病院も多いのが実態。
○ また、コロナ対応に公立病院が中核的な役割を果たし、感染症拡大時の対応における公立病院の果たす役割の重要性が改めて認識されると
ともに、病院間の役割分担の明確化・最適化や医師・看護師等の確保などの取組を平時から進めておく必要性が浮き彫りとなった。
○ 今後、医師の時間外労働規制への対応も迫られるなど、さらに厳しい状況が見込まれる。
○ 持続可能な地域医療提供体制を確保するため、限られた医師・看護師等の医療資源を地域全体で最大限効率的に活用するという視点を最も
重視し、新興感染症の感染拡大時等の対応という視点も持って、公立病院の経営を強化していくことが重要。

第１ 公立病院経営強化の必要性

第２ 地方公共団体における公立病院経営強化プランの策定

(1) 役割・機能の最適化と連携の強化
・ 地域医療構想等を踏まえた当該病院の果たすべき役割・機能
・ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能
・ 機能分化・連携強化

(2) 医師・看護師等の確保と働き方改革
・ 医師・看護師等の確保（特に、不採算地区病院等への医師派遣を強化）
・ 医師の働き方改革への対応

(3) 経営形態の見直し

(4) 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組

(5) 施設・設備の最適化
・ 施設・設備の適正管理と整備費の抑制
・ デジタル化への対応

(6) 経営の効率化等
・ 経営指標に係る数値目標

公立病院経営強化プランの内容

「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン｣の概要

○ 都道府県が、市町村のプラン策定や公立病院の施設の新設・建替等
にあたり、地域医療構想との整合性等について積極的に助言。

○ 医療資源が比較的充実した都道府県立病院等が、中小規模の公立病
院等との連携・支援を強化していくことが重要。

第３ 都道府県の役割・責任の強化

○ 病院事業担当部局だけでなく、企画・財政担当部局や医療政策担当
部局など関係部局が連携して策定。関係者と丁寧に意見交換するとと
もに、策定段階から議会、住民に適切に説明。

○ 概ね年１回以上点検・評価を行い、その結果を公表するとともに、
必要に応じ、プランを改定。

第４ 経営強化プランの策定・点検・評価・公表

○ 機能分化・連携強化に伴う施設整備等に係る病院事業債（特別分）
や医師派遣に係る特別交付税措置を拡充。

第５ 財政措置

各公立病院の役割・機能を明確化・最適化し、連携を強化。
特に、地域において中核的医療を行う基幹病院に急性期機能を集約し
て医師・看護師等を確保し、基幹病院以外の病院等は回復期機能・初
期救急等を担うなど、双方の間の役割分担を明確化するとともに、連
携を強化することが重要。

（令和４年３月29日付け総務省自治財政局長通知）
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○ 医師・看護師等の不足に加え、医師の時間外労働規制への
対応も迫られることも踏まえ、新たに記載事項に追加。

(1) 役割・機能の最適化と連携の強化
・ 地域医療構想等を踏まえた当該病院の果たすべき役割・機能
・ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能
・ 機能分化・連携強化

(2) 医師・看護師等の確保と働き方改革
・ 医師・看護師等の確保（特に、不採算地区病院等への医師派遣を強化）
・ 医師の働き方改革への対応

(3) 経営形態の見直し

(4) 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組

(5) 施設・設備の最適化
・ 施設・設備の適正管理と整備費の抑制
・ デジタル化への対応

(6) 経営の効率化等
・ 経営指標に係る数値目標

公立病院経営強化プランの内容

各公立病院の役割・機能を明確化・最適化し、連携を強化。
特に、地域において中核的医療を行う基幹病院に急性期機能を集約し
て医師・看護師等を確保し、基幹病院以外の病院等は回復期機能・初
期救急等を担うなど、双方の間の役割分担を明確化するとともに、連
携を強化することが重要。

各地方公共団体に策定を求める「公立病院経営強化プラン」の主なポイント

○ 前ガイドラインの「再編・ネットワーク化」に代わる記載
事項。 「再編・ネットワーク化」と比べ、病院や経営主体の
統合よりも、病院間の役割分担と連携強化に主眼。

ポイント

ポイント

○ 第８次医療計画の記載事項として「新興感染症等の感染拡
大時の医療」が加わることも踏まえ、新たに記載事項に追加。

ポイント

○ 前ガイドラインでは「改革」プランという名称だが、持続
可能な地域医療提供体制の確保のための「経営強化」に主眼
を置き、「経営強化」プランとした。

ポイント

【具体的な記載事項】
・基幹病院から中小病院等への積極的な医師・看護師等の派遣
・若手医師の確保に向けたスキルアップを図るための環境整備
（研修プログラムの充実、指導医の確保等）

・医師の時間外労働の縮減の取組（ﾀｽｸｼﾌﾄ／ｼｪｱ、ICT活用等）

【平時からの取組の具体例】
・感染拡大時に活用しやすい病床等の整備
・各医療機関の間での連携・役割分担の明確化
・専門人材の確保・育成 等

機能分化・連携強化のイメージ（例）
医師・看護師等
を確保

連携を強化

基幹病院 基幹病院以外の
病院等

急性期機能を
集約

医師派遣・
遠隔診療等

回復期機能・初
期救急等を担う
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公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保のため重要な役割を果たしており、新型コロナウイルス感染

症への対応においては、その重要性が改めて認識されたところである。

一方、公立病院は、「新公立病院改革ガイドライン」（平成27年３月31日付け自治財政局長通知）を踏まえ、令和２年度までを標準対象期

間とする新公立病院改革プランを策定し、地域医療構想を踏まえた役割の明確化や再編・ネットワーク化などの様々な経営改革に取り組

んできたが、依然として、医師不足等による厳しい経営状況が続いている。今般の感染症対応では、感染症拡大時に備えた平時からの取

組の重要性が浮き彫りにされた。

また、地方財政審議会からは、「各地方自治体における公立病院改革に関するこれまでの取組を検証するとともに、厚生労働省におけ

る感染症への対応を踏まえた地域医療構想の考え方等も勘案しながら、感染症への対応の視点も含めた持続可能な地域医療提供体制

の確保に向けた取組を進めるための方策を検討すべき」（令和３年５月21日「感染症を乗り越えて活力ある地域社会を実現するための地

方税財政改革についての意見」）との意見が示されている。

このような状況を踏まえ、感染症対応の視点も含めた持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院に対する新たなガイド

ラインや地方財政措置について検討するため、検討会を開催する。

• 堀場 勇夫 青山学院大学名誉教授（座長）

• 伊関 友伸 城西大学経営学部教授

• 小池 創一 自治医科大学教授

• 辻 琢也 一橋大学国際・公共政策研究部教授

• 沼尾 波子 東洋大学国際学部教授

１．開催趣旨

２．構成員

• 星野 菜穂子 地方財政審議会委員

• 望月 泉 岩手県八幡平市病院事業管理者

• 八木 聰 兵庫県病院局病院事業副管理者

• 和田 頼知 公認会計士

（オブザーバー 鷲見 学 厚生労働省医政局地域医療計画課長）

３．開催実績

・第１回：令和３年10月６日 ・第２回：令和３年10月27日 ・第３回：令和３年11月17日 ・第４回：令和３年12月６日
※ 令和３年12月10日 中間とりまとめ

・第５回：令和３年12月15日 ・第６回：令和４年１月24日 ・第７回：令和４年２月21日 ・第８回（最終）：令和４年３月16日
※ 令和４年３月28日 最終とりまとめ

「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化に関する検討会」について
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第１ 公立病院経営強化の必要性
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第１ 公立病院経営強化の必要性

○ 公立病院は、これまで再編・ネットワーク化、経営形態の見直しなどに取り組んできたが、医師・看護師等の不足、人口減少・少子
高齢化に伴う医療需要の変化等により、依然として、持続可能な経営を確保しきれない病院も多いのが実態。
○ 中でも不採算地区病院をはじめとする中小規模の病院においては、医師・看護師等の確保が進んでおらず、特に厳しい状況に置かれ
ているため、経営強化の取組により、持続可能な地域医療提供体制を確保していく必要がある。

１ 公立病院の経営状況

○ 公立病院は、新型コロナウイルス感染症への対応において、積極的な病床確保と入院患者の受入れをはじめ、発熱外来の設置やＰＣ
Ｒ検査、ワクチン接種等で中核的な役割を果たしており、感染症拡大時に公立病院の果たす役割の重要性が改めて認識された。
○ 一方、感染拡大が進む中で、医療提供体制に特に多大な負荷がかかった地域においては、各病院の機能分化・連携強化等を通じた役
割分担の明確化・最適化や医師・看護師等の確保の取組を平時からより一層進めておく必要性が浮き彫りとなった。

２ 新型コロナウイルス感染症対応における公立病院の役割と課題

○ 地域医療構想については、各都道府県における第８次医療計画（令和６年度～令和11年度）の策定作業と併せて、令和４年度及び
令和５年度において、「地域医療構想に係る各医療機関の対応方針の策定や検証・見直しを求める」こととされたところであり、公立
病院にもその対応が求められている。
○ 医師の働き方改革については、医師の時間外労働規制が令和６年度から開始される。医師の労働環境の改善は重要な課題であるが、
現在でも医師不足に直面している公立病院にとって、さらに厳しい状況となることが見込まれ、対策は喫緊の課題である。
○ 医師偏在対策については、都道府県による医師確保計画の策定や医学部における地域枠等の設定・拡充など、令和18年を目標年と
して取組が進められている。引き続き、国において構造的な対策を講じていくとともに、各都道府県においても取組が求められる。
○ 新興感染症等への対応については、第８次医療計画から「新興感染症等の感染拡大時における医療」が記載事項に追加されることも
踏まえ、公立病院においても、感染拡大時に備えた平時からの取組を進める必要がある。

３ 国の医療政策の動向と公立病院の課題

○ 持続可能な地域医療提供体制を確保するため、限られた医師・看護師等の医療資源を地域全体で最大限効率的に活用するという視点
を最も重視し、新興感染症の感染拡大時等の対応という視点も持って、公立病院の経営を強化していくことが重要。
○ そのためには、地域の中で各公立病院が担うべき役割・機能を改めて見直し、明確化・最適化した上で、病院間の連携を強化する
「機能分化・連携強化」を進め、中核的医療を行う基幹病院に急性期機能を集約し医師・看護師等を確保するとともに、基幹病院から
不採算地区病院をはじめとする基幹病院以外の病院への医師・看護師等の派遣等の連携を強化していくことが重要である。

４ 公立病院経営強化の基本的な考え方
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１ 公立病院の経営状況 ①

○ 公立病院は、これまで再編・ネットワーク化、経営形態の見直しなどに取り組んできたが、医師・看護師等の不足、人口減少・少子
高齢化に伴う医療需要の変化等により、依然として、持続可能な経営を確保しきれない病院も多いのが実態。

＜参考１＞これまでの公立病院改革における再編・ネットワーク化の実績

＜参考２＞公立病院数及び病床数の比較

＜参考３＞令和２年度末時点の経営形態の見直し状況

＜参考４＞経常損失を生じた公立病院数の割合
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単位：％

病床規模が小さくなるにつれ、修正医業収支比率が悪化している。

○ 中でも不採算地区病院をはじめとする中小規模の病院においては、医師・看護師等の確保が進んでおらず、特に厳しい状況に置かれ
ているため、経営強化の取組により、持続可能な地域医療提供体制を確保していく必要がある。
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公立病院の修正医業収支比率の推移（病床規模別）

１ 公立病院の経営状況 ②
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※出典：地方公営企業決算状況調査
地方独立行政法人（病院事業）に関する決算状況調査

※指定管理者制度導入病院を除く

【参考】公立病院の病床規模別常勤医師数（100床当たり）の推移

200床未満の中小病院（そのほとんどは不採算地区病院）において、
医師確保が進んでいない
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２ 新型コロナウイルス感染症対応における公立病院の役割と課題

○ 公立病院は、新型コロナウイルス感染症への対応において、積極的な病床確保と入院患者の受入れをはじめ、発熱外来の設置やＰＣ
Ｒ検査、ワクチン接種等で中核的な役割を果たしており、感染症拡大時に公立病院の果たす役割の重要性が改めて認識された。
○ 一方、感染拡大が進む中で、医療提供体制に特に多大な負荷がかかった地域においては、各病院の機能分化・連携強化等を通じた役
割分担の明確化・最適化や医師・看護師等の確保の取組を平時からより一層進めておく必要性が浮き彫りとなった。

＜参考＞公立病院における新型コロナウイルス感染症への対応状況

（注）①は「新型コロナウイルス感染症患者の療養状況、病床数等に関する調査」（厚生労働省・令和４年１月14日時点）に基づき作成。
②は厚生労働省資料「医療機関の新型コロナウイルス感染症患者の受入状況等について（補足資料）」（令和３年１月６日時点）に基づき作成。

（参考）全国の病床数に占める

公立病院の病床数 約１４％
① 各都道府県の保健・医療提供体制確保計画に位置づけられた即応病床数 （令和４年１月14日時点）

（１）総数 ・・・ ３７，５８８

（２）（１）のうち公立病院 ・・・ １１，９５２ → 公立病院のシェア（２）／（１） ＝ 約３２％

② 人工呼吸器等使用新型コロナ入院患者数（人） （令和３年１月６日時点）

（１） 総数 ・・・ ５６４

（２） （１）のうち公立 ・・・ ３１５ → 公立病院のシェア（２）／（１） ＝ 約５６％
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令和４年３月４日

第７回第８次医療計画に
関する検討会 資料１
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【資料3】

南丹医療圏の救急及び紹介件数など一覧

医療機関名称 病床数

救急医療_休日

に受診した患者

延べ数(件)

救急医療_休日

に受診した患者

延べ数(％)

救急医療_夜

間・時間外に受

診した患者延べ

数(件)

救急医療_夜

間・時間外に受

診した患者延べ

数(％)

救急医療_救急

車の受入件数

(件)

救急医療_救急

車の受入件数

(％)

他院よりの紹

介ありの率

(％)

他院よりの紹

介あり１カ月

当たりの数

(入院)

家庭からの入

院

他の病院・診

療所の病棟か

らの転院

介護施設・福

祉施設に入所

中

2020 14 0.2% 47 0.3% 0 0.0%

2021 18 0.2% 63 0.7% 0 0.0%

2022 0 0.0% 92 1.3% 0 0.0%

2020 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2021 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2022 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2020 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2021 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2022 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2020 311 4.4% 1,471 9.8% 706 14.6% 12% 5.3 79% 4% 15%

2021 338 4.7% 1,491 15.4% 814 15.8% 12% 5.5 81% 5% 13%

2022 295 3.8% 855 11.9% 842 16.3% 11% 4.4 84% 4% 10%

2020 1,213 17.3% 1,124 7.5% 669 13.8% 30% 31.8 92% 3% 5%

2021 1,601 22.1% 1,230 12.7% 710 13.8% 26% 31.2 93% 2% 5%

2022 1,118 14.3% 1,585 22.1% 763 14.7% 19% 21.7 94% 2% 4%

2020 65 0.9% 151 1.0% 49 1.0%

2021 144 2.0% 600 6.2% 99 1.9% 100%

2022 52 0.7% 177 2.5% 96 1.9% 5% 0.1 100%

2020 102 1.5% 136 0.9% 134 2.8% 13% 5.6 88% 4% 7%

2021 75 1.0% 108 1.1% 133 2.6% 10% 4.4 82% 5% 13%

2022 74 0.9% 121 1.7% 167 3.2% 5% 1.3 77% 7% 16%

2020 935 13.3% 797 5.3% 223 4.6% 100%

2021 253 3.5% 481 5.0% 260 5.1% 100%

2022 633 8.1% 726 10.1% 268 5.2% 100%

2020 3,976 56.7% 10,679 71.4% 2,894 59.7% 13% 3.0 75% 1% 22%

2021 4,359 60.2% 5,196 53.7% 2,927 56.9% 70% 322.7 91% 3% 6%

2022 5,287 67.5% 3,145 43.8% 2,841 54.9% 74% 311.7 90% 2% 7%

2020 400 5.7% 542 3.6% 175 3.6% 13% 3.0 75% 1% 22%

2021 452 6.2% 514 5.3% 203 3.9% 20% 4.2 75% 7% 18%

2022 376 4.8% 481 6.7% 198 3.8% 18% 2.9 73% 6% 20%

出所：JMHA Dataset無料版

救急関連 紹介関連

医療法人丹笠会丹波笠次病院

医療法人睦会　ムツミ病院

花ノ木医療福祉センター

47国保京丹波町病院

医療法人　清仁会　亀岡シミズ病院

亀岡市立病院

85

90

152

177

100

医療法人　亀岡病院 108

明治国際医療大学附属病院

医療法人社団菫会園部病院

京都中部総合医療センター

114

60

464

亀岡市立病院 2022.9/27



【資料4】

総論①　人口 地域を考える基礎的な条件となる人口について、年齢階級別に推移を概観します。 京都府亀岡市

①人口推移 人口マップ>人口構成　→　☝「人口推移」 ②人口ピラミッド 人口マップ>人口構成　→　☝「人口ピラミッド」 ③自然増減・社会増減の推移 人口マップ>人口増減　→　☝「グラフを表示」

男性 女性

④人口増減率の比較 人口マップ>人口増減　→　（ダウンロードデータより作成） ⑤高齢化率の比較 人口マップ>人口構成　→　（ダウンロードデータより作成）

2015年→2020年 2020年

※表示対象データがない場合、グラフは作成されません。

【出典】 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」【出典】 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

2020 2045

【出典】 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

【注記】 2025年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータ（平成30年3月公表）に基

づく推計値。

【出典】 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

【注記】 2025年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータ（平成30年3月公表）に基

づく推計値。

【出典】 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」再編加工

【注記】 2012年までは年度データ、2013年以降は年次データ。2011年までは日本人のみ、2012

年以降は外国人を含む数字。
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・総人口と年齢３区分別人口の推移を示しています。
・「総人口のピーク」「老年人口の増加傾向」等、自地域の人口変化の

概要を把握できます。

・男女別・5歳階級別にピラミッドで表示しています。
・将来の高齢者層の大きさ、生産年齢人口の減少等も視覚的に把握す

ることができます。

・現在までの人口推移に「出生・死亡による自然増減」「転入・転出によ
る社会増減」の2つの要因が与えた影響を確認できます。

・人口増減率について、自地域の水準を把握することができます。
・人口増減の状況について、他地域（最大30地域）との比較により、自地域の立ち位置を確認できます。

・高齢化率について、自地域の水準を把握することができます。
・高齢化の状況について、他地域（最大30地域）との比較により、自地域の立ち位置を確認できます。

推計値実績値



各論⑨　医療・福祉 医療数・病床数・介護施設数等の供給水準の面から医療・福祉の特徴を概観します。 京都府亀岡市

①要介護（要支援）認定者数の推移　【保険者単位】 医療・福祉マップ>介護需給　→　（ダウンロードデータより作成） ②人口10万人あたり医師数・一般病床数（地域間比較） 医療・福祉マップ>医療需給　→　☝「縦棒グラフで比較する」

③65歳以上人口10万人あたり介護施設数・事業所数（サービス種別・地域間比較） 医療・福祉マップ>介護需給　→　☝「縦棒グラフで比較する」　（ダウンロードデータより作成）

2020年度

※表示対象データがない場合、グラフは作成されません。

【出典】 厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」

【注記】 要介護（要支援）認定者数とは、介護保険における要介護認定制度に基づき介護サービスの利用が必要であると認定された者。

　　　　　要介護認定制度及び要支援・要介護度(要支援１～要介護５）の区分については、下記URLを参照のこと。

　　　　　http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/nintei/index.html

【出典】 厚生労働省「医療施設静態調査」、「医師・歯科医師・薬剤師調査」（2016年まで）、「医師・歯科医師・薬剤師統計」（2018年から）、

        「衛生行政報告例」、「患者調査」、総務省「人口推計」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

【注記】 対象地域が市区町村単位の場合：グラフは、対象地域、対象地域の属する二次医療圏、都道府県、全国の値を比較している

【出典】 厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」、「介護サービス施設・事業所調査」

　　　　　総務省「人口推計」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

【注記】 グラフは、対象地域、都道府県、全国の値を比較している。
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要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

経過的要介護

要支援２

要支援１

すべての分類

（人）

・施設・居住系・在宅サービスの供給水準として、65歳以上人口10万人あたりの介護施設数・事業所数をサービス種別に示しています。
・全国水準等と比較することで、自地域の水準を把握できます。

・人口10万人あたりの医師数・一般病床数を示しています。
・全国および他地域と比較することで、自地域の水準を把握できます。

・福祉サービスの検討において重要な検討材料となる要介護（要支援）認定者数の推移を示しています。
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